




＜府拠点病院指定要件に関して検討を要する主な項目＞
＜大阪府がん診療拠点病院指定要件改正の方向性（案）＞
	項目
	府拠点病院
主な要件（現行）
	国拠点病院　対応する新要件
	要件改正の方向性（案）

	診療機能
	・集学的治療の提供体制（放射線療法については連携による実施可）
・院内パスの整備、国拠点病院が行う地域連携パスへの協力
・キャンサーボードの設置望ましい
・病理診断の実施（連携による実施可）
・地域からの患者受入れ、地域の医療機関への患者紹介
など

	・集学的治療の提供体制（放射線治療含む）
・院内パスの整備及び活用状況の把握、地域連携パスの整備
・キャンサーボードの設置及び月１回以上の開催
・術中迅速病理診断を含む病理診断の実施
・地域からの患者受入れ、地域の医療機関への患者紹介
　　　　　　　　　　　　　　　　など
	基本的に国新要件に準じた機能を求める。
ただし、放射線治療及び病理診断等については、設備や人材など府内の実施状況を勘案し、連携による実施でも可能とするなど、一定程度緩和する。

	緩和ケア
	・緩和ケアチームの組織的位置づけ
・地域の医療機関等との連携協力体制整備に協力
など

	・緩和ケアチームの組織的位置づけ
・地域の医療機関等との連携協力体制整備
・がんと診断された時からの緩和ケア提供体制の確保
（苦痛のスクリーニングの徹底、緩和ケアチーム看護師の役割強化、苦痛への対応の明確化と診療方針の提示など）
・施設における臨床研修医に対する緩和ケア研修の体制整備
など
	緩和ケア推進部会からの提案を踏まえ、国新要件に準じた機能を求める。


	項目
	府拠点病院
主な要件（現行）
	国拠点病院　対応する新要件
（主な変更点）
	要件改正の方向性（案）

	診療
従事者
	医師
	・放射線療法医の配置または協力体制の確保
・原則常勤の化学療法医
・原則常勤の緩和ケア身体症状専門医
・専従の病理診断医の配置または協力体制の確保
など
	・手術療法に携わる常勤の医師
・専任、原則常勤の放射線診断医
・専従、原則常勤の放射線治療医
・専任（原則専従）、常勤の化学療法医
・専任、原則常勤の緩和ケア身体症状専門医
・緩和ケア精神症状専門医
・専従、常勤の病理診断医
など
	各従事者の府内における配置状況を踏まえ、一定程度要件を緩和した上で、国新要件に準じて配置の強化を図る。

	
	医師以外の
診療従事者
	放射線治療に携わる
・専任の診療放射線技師
・専任、常勤の放射線治療技術者
化学療法に携わる
・専任、常勤の薬剤師
・常勤の看護師
緩和ケアチームの
・常勤の緩和ケア看護師
など
	放射線治療に携わる
・専従、常勤の診療放射線技師
・専任、常勤の放射線治療技術者
・専任、常勤の看護師
化学療法に携わる
・専任、常勤の薬剤師
・専任（原則専従）、常勤の看護師
緩和ケアチームの
・専従、常勤、認定資格有する看護師
細胞診断に係る
・専任の従事者の配置
など
	

	診療実績
	・年間新入院がん患者数　500人以上
	・院内がん登録数　年間500件以上
・悪性腫瘍手術件数　年間400件以上
・化学療法のべ患者数　年間1,000人以上
・放射線治療のべ患者数　年間200人以上
をそれぞれ満たす
または、
・２次医療圏に居住するがん患者のうち、２割程度の診療実績を有する

	適切な診療機能を確保するため、年間新入院がん患者数に代えて、
・院内がん登録件数
・悪性腫瘍手術件数
・化学療法のべ患者数
について、一定の診療実績を求める。

	項目
	府拠点病院
主な要件（現行）
	国拠点病院　対応する新要件
（主な変更点）
	要件改正の方向性（案）

	相談支援センター
	・相談支援機能を有する窓口の設置
・がんに関する相談に対応する者の配置
・患者や地域医療機関等との連携協力体制の構築
など
	・相談支援センター部門の設置
・「がん相談支援センター」の名称表記
・研修を修了した相談支援従事者の配置
・就労相談、患者活動支援等含む相談支援業務の実施
・患者や地域医療機関等との連携協力体制の構築
など
	基本的に国新要件に準じた機能を求める。
ただし人員配置等については一定程度緩和する。

	院内がん登録
	・院内がん登録の実施
・大阪府が行う地域がん登録事業へのデータ提供
など
	・「標準登録様式」に基づく院内がん登録実施及びがん登録法施行後の法令順守
・研修を修了した専従の院内がん登録実務者の配置
・大阪府が行う地域がん登録事業へのデータ提供
など
	がん登録法の制定を踏まえ、国新要件に準じた取組を求める。
ただし人員配置等については一定程度緩和する。

	その他
	・府が行う診療成績等の公表への同意
など
	・政策的公衆衛生的に必要性の高い調査研究への協力体制の整備
・ＰＤＣＡサイクルの構築
・府が行う診療成績等の公表への同意
など
	国新要件に準じた取組を求める。

	経過措置
	・平成26年度中に府拠点病院のあり方検討を行うことから、既指定病院については、みなし期間として、１年間の指定期間延長
（平成27年3月末まで）
	・既指定病院については、新指針によるみなし期間により、１年間の指定期間延長
（延長後の期限（平成27年3月末）以降まで指定期間がある施設は期間短縮）
・指定更新時に、新指針の人的要件のみ満たしていない場合は、旧指針の人的要件を満たしている場合に限り、１年間の指定更新を行う。

	国指針に準じ、既指定病院について、一定の経過措置を設ける。
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大阪府がん診療拠点病院の指定要件見直しについて





【指定の状況】


・　国指定がん診療連携拠点病院（以下「国拠点病院」）は２次医療圏に１か所程度を目安に指定することとなっており、府内では16病院が指定されている。


・　府では、国拠点病院と連携し、地域の一般病院やかかりつけ医と連携強化を図り、地域におけるがん医療の向上を目指すため、平成21年度から府独自の拠点病院制度（「大阪府がん診療拠点病院」（以下、「府拠点病院」）を運用している。平成26年11月現在、44病院を指定しており、一定の受け皿整備がなされてきた。


　　（府拠点病院の指定数の推移）


　　　平成21年4月：23病院　　→　　平成26年12月現在：44病院　





【課題】


①　がん治療の拠点としての役割の増加


　　高齢化の進展等によりがん患者が増加する中、府拠点病院に求められるがん治療の拠点としての役割も増加しており、各拠点病院には質の高いがん医療を


　提供する体制の確保とともに、一定の診療実績も求められる。


②　拠点病院に求められる機能の多様化


　　治療の実施のみならず、地域連携や緩和ケア、相談支援など、拠点病院に求められる機能がより高度化、多様化している。


→　国においても、新たながん診療提供体制のあり方が示され、人材配置要件、診療実績要件等の強化、相談支援体制の充実等によるさらなる質の向上が図ら


　れていることから、府拠点病院についても指定要件を見直すことにより、府におけるがん診療提供体制の一層の充実・強化を図る必要がある。





【見直しの考え方】


○　国拠点病院の指定要件の改定を踏まえ、府拠点病院についても指定要件を見直すことにより、府拠点病院のさらなる質の向上を図る。


○　府拠点病院についても、国拠点病院に準じた集学的治療の機能を有すること等が求められるため、指定要件についても基本的に国拠点病院に準じた水準とする。


○　ただし、府拠点病院については比較的小規模な病院が含まれていること等を勘案し、放射線治療や病理診断の実施、人員配置等一部項目について、一定程度緩和する。


○　なお、府拠点病院（小児がん）については、平成25年2月に国の拠点病院制度が設けられ、府立母子保健総合医療センターが指定されたことから、府指定拠点病院としては、平成26年度末をもって廃止する。


○　国拠点病院に準じ、既指定病院が新要件に対応した取組みを図ることができるよう、一定の経過措置を設ける。








